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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 109,020 115,877 117,074 131,304 126,203

経常利益 (百万円) 5,408 6,400 7,074 8,450 7,340

当期純利益 (百万円) 3,155 3,685 4,026 5,062 4,229

純資産額 (百万円) 22,348 25,760 28,603 32,407 35,162

総資産額 (百万円) 57,324 63,561 66,271 74,640 73,755

１株当たり純資産額 (円) 893.55 1,030.001,144.141,296.301,406.52

１株当たり当期純利益 (円) 125.81 147.03 161.04 202.49 169.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.0 40.5 43.2 43.4 47.7

自己資本利益率 (％) 14.9 15.3 14.8 16.6 12.5

株価収益率 (倍) 12.2 21.5 15.5 10.8 5.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,752 2,502 2,002 8,424 6,123

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,337 △1,207 △2,084 △2,341 △4,249

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,450 △874 △874 △1,125 △1,383

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,276 5,893 4,937 9,805 10,290

従業員数 (名) 4,873 4,936 4,817 4,976 5,215

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式の発行がないため記載しておりません。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 105,761 112,146 116,665 130,378 124,666

経常利益 (百万円) 5,227 6,077 6,594 7,905 7,285

当期純利益 (百万円) 3,068 3,522 3,841 4,779 4,282

資本金 (百万円) 4,190 4,190 4,190 4,190 4,190

発行済株式総数 (株) 25,000,00025,000,00025,000,00025,000,00025,000,000

純資産額 (百万円) 22,048 25,147 27,817 31,338 34,147

総資産額 (百万円) 55,578 61,584 65,567 73,728 72,902

１株当たり純資産額 (円) 881.92 1,005.881,112.701,253.541,365.90

１株当たり配当額
(うち、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

35.00

( 15.00)

35.00

( 15.00)

40.00

( 15.00)

45.00

( 20.00)

50.00

( 25.00)

１株当たり当期純利益 (円) 122.72 140.91 153.67 191.17 171.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.7 40.8 42.4 42.5 46.8

自己資本利益率 (％) 14.6 14.9 14.5 16.2 13.1

株価収益率 (倍) 12.5 22.4 16.3 11.5 5.1

配当性向 (％) 28.5 24.8 26.0 23.5 29.2

従業員数 (名) 4,345 4,298 4,297 4,361 4,507

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式の発行がないため記載しておりません。

３　第27期の１株当たり配当額には、３社合併による新会社発足５周年の記念配当５円を含んでおります。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

昭和53年９月 東京都品川区に「日立コンピュータコンサルタント㈱」を設立(資本金５千万円)

昭和56年８月 大阪府大阪市に大阪分室を設置(現：関西支社)

愛知県名古屋市に名古屋分室を設置(現：中部支社)

昭和58年８月 福岡県福岡市に九州分室を設置(旧：九州支社  現：㈱日立システム九州)

昭和61年６月 東京都大田区に本社を移転

昭和61年11月 東京都品川区に㈱コンピュータテクノロジー(現：㈱日立システムバリュー(現連結子会社))を設

立

平成元年２月 商号を「日立システムエンジニアリング㈱」に変更

平成元年３月 「システムサービス企業」として通商産業省(現　経済産業省)に登録

平成３年６月 「システム監査企業」として通商産業省(現　経済産業省)に登録

平成７年６月 品質保証の国際規格「ISO9001」を取得

平成９年３月 ㈱コンピュータテクノロジーが㈱横浜テクノプラスの全株式を取得

平成９年12月 ㈱横浜テクノプラスがテクノシステム㈱に商号変更

平成10年７月 ㈱コンピュータテクノロジーが日立システムアシスト㈱に商号変更

平成12年４月 日立西部ソフトウェア㈱、日立中部ソフトウェア㈱と合併し、商号を「株式会社日立システムアン

ドサービス」に変更(資本金10億円)

平成13年１月 中部支社が環境管理の国際規格「ISO14001」を取得

平成14年３月 本社、関西支社が環境管理の国際規格「ISO14001」を取得

平成14年４月 ㈶日本情報処理開発協会から「プライバシーマーク」を取得

㈱日立製作所との共同出資により、九州支社を分社化し㈱日立システム九州を設立

平成16年２月 東京都港区に本社を移転

平成16年３月 東京証券取引所市場第二部へ上場

平成16年６月 委員会等設置会社へ移行 (現：委員会設置会社)

平成17年７月 日立システムアシスト㈱とテクノシステム㈱が合併

平成17年10月 日立システムアシスト㈱と㈱ネットサービスが合併し、商号を㈱日立システムバリューに変更

平成18年４月 ㈱日立システム九州の株式の一部を㈱日立製作所へ譲渡
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、親会社である㈱日立製作所、子会社１社及び関連会社２社で構成され、事業の種

類別セグメントは「情報サービス業」単一でありますが、顧客に提供するサービスの種類により、「シス

テムインテグレーション及びシステムサービス事業」、「ソフトウェアパッケージ事業」及び「情報処

理機器販売事業」に商品区分を設定しております。

また、当社は、㈱日立製作所グループの位置付けでは、情報通信システム部門に分類されております。

　

当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　

商品区分 事業内容 グループ各社の位置付け

システムインテグ

レーション及び

システムサービス

システムの設計、開発、構築、運用

及び保守までのソリューション

サービスの提供並びに業務プロ

グラム開発

システムに関するコンサルティ

ング、保守、教育等のサービスの

提供

　当社がシステムインテグレーション及びシステム

サービスを提供するほか、親会社㈱日立製作所に対

しても提供しております。また、当社がシステムイ

ンテグレーション及びシステムサービスの提供を

行うにあたり、子会社㈱日立システムバリュー、関

連会社沖縄日立ネットワークシステムズ㈱又は東

京ソフトウェア㈱にその開発・サービス提供の一

部を委託しております。

ソフトウェア

パッケージ

各種ソフトウェアパッケージの

開発及び販売

　当社が開発・販売を行うほか、親会社㈱日立製作

所、販売提携を行った企業等からソフトウェアパッ

ケージを仕入れ、当社が販売しております。一部に

ついては、親会社㈱日立製作所等を通じて販売を

行っております。

情報処理機器販売 情報処理機器の販売 　親会社㈱日立製作所及び販売提携を行った企業か

らコンピュータ、情報処理機器等を仕入れ、当社が

販売しております。また、リース取引となる場合に

は、親会社㈱日立製作所の子会社日立キャピタル㈱

への販売となることがあります。また、親会社㈱日

立製作所の子会社日立電子サービス㈱に情報処理

機器の保守を委託することがあります。

　

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

 5/96



　

事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　

☆印：連結対象会社
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所

資本金
又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

㈱日立製作所
(注)

東京都千代田区 282,033
電気機械器具の
製造・販売

― 51.2

①営業上の取引
当社は当該親会社から情報処理機器
等を仕入れております。
また、システムインテグレーション
及びシステムサービス等を受託して
おります。
②資金の預け入れ
当社は当該親会社に資金の預け入れ
を行っております。

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱日立システムバリュー
　
東京都品川区 300

情報処理サービ
ス、ソフトウェ
ア開発・販売、
情報処理機器販
売事業

100.0 ―

①役員の兼任
当社執行役３名が当該子会社の役員
を兼任しております。
②営業上の取引
当社は当該子会社に対しコンピュー
タシステムのシステムエンジニアリ
ング、ソフトウェア開発を委託して
おります。

(注)　有価証券報告書を提出しております。

　

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

 7/96



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成21年３月31日現在)

部門 従業員数(名)

設計・製造部門 4,438

営業・管理部門 777

合計 5,215

(注) １　事業の種類別セグメントは情報サービス単一事業のため、上記部門で記載しております。

２　従業員数は、就業人員であります。

　

　

　

(2) 提出会社の状況

(平成21年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

4,507 36.9 14.1 6,648

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

現在、当社において労働組合が組織されております。労使関係は円満であり、特記すべき事項はありま

せん。

ａ　名称　　　：日立システムアンドサービス労働組合

ｂ　上部団体名：日立グループ労働組合連合会

ｃ　組合員数　：3,818名(平成21年３月31日現在)

　

なお、連結子会社に労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国の経済は、年度後半からの世界的景気後退が輸出関連企業の業績を圧

迫し、製造業を中心に生産調整・雇用削減が行われるなど非常に厳しい状況となりました。

情報サービス業界においても、年度後半から金融業、製造業を中心とする企業収益の悪化を受けて、ＩＴ

投資の縮小、凍結、延期などの動きが広がり、非常に厳しい事業環境となりました。

このような事業環境のもと、当社は、お客様のＩＴ投資効果を明確にした積極的な提案活動、得意業種

ノウハウのテンプレート化及び主力パッケージ製品を核とした高付加価値ソリューションの提供を軸に

事業を展開しております。当連結会計年度においては、自社で開発した情報・知識共有基盤「InWeave(イ

ンウィーブ)」の発売やドキュメントソリューション「ラビニティシリーズ」に内部統制の継続運用・

監査対応機能を強化した新バージョンをリリースしたのに加え、EXASOL AG(ドイツ)と世界最速の検索性

能を誇るインメモリ・データウェアハウス・エンジン「EXASolution(エクサソリューション)」、トレン

ドマイクロ㈱と情報漏えい防止製品「Trend Micro LeakProof(リークプルーフ)」の販売代理店契約を

締結するなどアライアンスも積極的に行い、製品力の拡充に努めてまいりました。

　しかしながら、金融分野においては、メガバンク統合案件収束後の新規開発案件の受注を見込んでおり

ましたが、金融機関の収益悪化の影響による開発規模の縮小・計画中断が相次ぎ発生いたしました。ま

た、製造・流通分野においては、自動車をはじめとした輸出関連企業の業績悪化などを受けて、顧客のＩ

Ｔ投資が一部抑制・先送りされる状況となりました。

　システム構築プロセスの標準化、開発ツール整備による生産性の向上、原価低減の徹底、海外調達の促進

などの諸施策を進め、コスト低減に努めましたが、売上高及び利益ともに前年度を上回るには至りません

でした。

この結果、当連結会計年度の売上高合計は126,203百万円(前年同期比 3.9％減)、営業利益は7,300百万

円(前年同期比 16.1％減)、経常利益は7,340百万円(前年同期比 13.1％減)、当期純利益は4,229百万円

(前年同期比 16.5％減)となりました。

　

事業別の状況は、次のとおりであります。

①システムインテグレーション及びシステムサービス事業

セキュリティ強化やコンプライアンス対応のためのＩＴソリューションや自治体・官公庁向けのソ

リューションが堅調に推移したものの、メガバンク・証券・保険・自動車・電力向けのシステム構築

については、計画延期や開発中断などの影響を受け減少しました。この結果、当事業の連結売上高は

99,866百万円（前年同期比 4.6％減）となりました。

②ソフトウェアパッケージ事業

ドキュメントソリューション「ラビニティシリーズ」、金融機関向け債権書類管理をはじめとする

自社ソフトウェア製品の受注が健闘したものの、従業員フロントソリューション「リシテアシリー

ズ」が年度後半に伸び悩み、また、他社パッケージ製品も低調となり、当事業の連結売上高は8,111百万

円（前年同期比 5.7％減）となりました。
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③情報処理機器販売事業

ネットワークセキュリティソリューション「Juniper NetScreenシリーズ」が堅調だったことによ

り、当事業の連結売上高は18,226百万円（前年同期比 1.4％増）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」といいます。）は、前連結会計年度に比

べ484百万円増加し、10,290百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ2,300百万円減少し、6,123百万円の資金

の収入となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益7,143百万円、売掛債権の減少2,919百万円な

どによる資金の増加と、仕入債務の減少1,926百万円、法人税等の支払額3,014百万円などによる資金の減

少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ1,908百万円減少し、4,249百万円の資金

の支出となりました。主な要因は、有形固定資産の取得914百万円、無形固定資産の取得1,674百万円、長期

預け金への預入2,250百万円などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の増加などにより、前連結会計年度に比べ258百万円減

少し、1,383百万円の資金の支出となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

商品区分別の当連結会計年度における生産実績は、次のとおりであります。

　

商品区分

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

システムインテグレーション及びシステムサービス事業 99,445 95.7

(注) １　上記金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　システムインテグレーション及びシステムサービス事業のみ該当します。

　

(2) 受注状況

商品区分別の当連結会計年度における受注実績は、次のとおりであります。

　

商品区分

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

システムインテグレーション
及びシステムサービス事業

99,313 95.6 9,946 94.7

ソフトウェアパッケージ事業 8,314 95.8 1,043 124.2

情報処理機器販売事業 18,931 103.5 5,720 114.1

合計 126,559 96.7 16,710 102.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

商品区分別の当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。

　

商品区分

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

システムインテグレーション及びシステムサービス事業 99,866 95.4

ソフトウェアパッケージ事業 8,111 94.3

情報処理機器販売事業 18,226 101.4

合計 126,203 96.1

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱日立製作所 72,514 55.2 66,570 52.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、中長期的な経営戦略を実践し、業界トップクラスのソリューションプロバイダーを目指

すために、当社グループが今後対処すべき主要な課題は、以下のとおりと考えております。

　

(1) 人財の育成と確保

当社グループにとって最大の経営資源は人財であり、少子化の進行に加え学生のＩＴ業界敬遠化が進

み、人財の確保が困難になることが予測される中、その計画的確保・育成は喫緊の課題であると認識して

おります。 

　当社グループでは、ＩＴ業界への理解を促進するためのインターンシップ(SE大學)の実施や事業のグ

ローバル化に備えた海外での人財採用を継続して進め、優秀な人財の確保に努めてまいります。また、従

来から取り組んでいる当社の人財育成支援システム（Human Capital Management System）を活用した

人財育成を継続して進めてまいります。特にプロジェクトマネージャの育成につきましては、業務を通じ

た育成に加え、社内認定制度も活用し、当社のプロジェクトマネージャの量・質の向上に取り組むととも

に、そのノウハウを協力会社に提供し、人財育成の面でも協力することにより、双方の事業が友好的かつ

効率的に継続することに努めてまいります。 

　また、平成17年度より継続して取り組んでいるブランド活動を通じて、当社の経営ビジョンを体現し、お

客様の企業価値向上に貢献する人財を育成し、競争の激しい情報サービス業界をリードする人財ブラン

ドを構築してまいります。 

　

(2) 競争力向上のための企業体質強化

　先行きへの不透明感が増している情報サービス市場において厳しい競争を勝ち抜くためには、生産性

の改善やコストの削減を継続して進めることが欠くことのできない課題であります。 

　当社グループでは、ＳＥの生産性を向上するため、プロジェクトを見積から構築・テストに至るまで一

元的に管理するプロジェクトマネジメント体制を強化し、システム構築の効率化とプロジェクトの高付

加価値化を図るとともに、ソフトウェア開発基盤の共有化による生産性・品質の向上を図ってまいりま

す。 

　また、コスト低減を図るため、海外ソフトウェア会社を含めた協力パートナーと戦略的な関係を構築し

てまいります。 

　

(3) 販売力の強化

当社独自のソリューションビジネス拡大のためには、販売力の強化に継続して取り組む必要があると

考えております。 

　当社グループは、ＳＥ・営業一体となった営業展開の促進、営業部門に対する計画的な要員の増強、営業

教育の充実等により、量・質ともに販売体制のレベルアップを推進していきます。また、ホームページを

使用した製品紹介の充実、展示会への出展、自社セミナーの積極的開催、戦略的テレマーケティング実施

等の販売推進施策を更に強化するとともに、当社製品の販売パートナーを拡大し、当社独自の販売ルート

による受注の拡大及び利益率の向上を図ってまいります。 

　また、金融業、社会インフラ分野はもちろんのこと、製造業・流通業の大規模顧客に対しても、高い技術

力・ブランドを持つ㈱日立製作所と戦略を共有した事業展開を行い、受注の拡大を目指してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる事項を記載しております。

なお、本文の記載内容のうち、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループ

が判断しているものであります。

　

(1) 情報サービス業界における急速な技術革新について

情報サービス産業においては、企業間のシステムをインターネットを介してアプリケーションのレベ

ルで連結するＷｅｂサービス技術、情報家電やモバイル端末等でどこでもシステムにアクセスできるユ

ビキタス技術、ハードウェアの高性能化など技術革新が急速に進行しております。当社の主力事業であり

ますシステムインテグレーション及びシステムサービス事業において、このようなＩＴ技術の革新と進

化、それに伴う市場ニーズの変化に対して的確な対応が求められています。

このような技術革新や市場ニーズの要求に対してタイムリーに対応できない場合には、当社の事業活

動に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) ㈱日立製作所との取引について(特定取引先の存在について)

当社グループの事業において、親会社である㈱日立製作所より販売用の情報処理機器等を仕入れてお

り、また、㈱日立製作所に対してはシステムインテグレーション及びシステムサービス等の販売を行って

おります。当社グループは、日立グループの情報・通信システム部門と戦略を共有し、事業の拡大に努め

ておりますが、㈱日立製作所において、大幅な事業方針の変更等がなされた場合には、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　

(3) 不採算プロジェクトの発生について

当社グループは、不採算プロジェクトの発生防止のため、引合段階でのお客様との十分な仕様検討、見

積段階における審査会議の開催や工程ごとの段階的契約の推進による管理単位の細分化、規模に応じた

品質管理等によるプロジェクト管理の徹底に努めております。また、計画的にプロジェクトマネージャを

育成し、プロジェクトマネジメント力の強化にも努めております。しかしながら、これらの取組みにもか

かわらず、システム納入後不具合が発生した場合や想定外のコストが発生した場合には、当社の事業に影

響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 情報セキュリティについて

当社グループは、お客様に関する情報をはじめ様々な情報をお客様からお預かりする場合があります。

外部との接触が多いメール環境は、堅固性の高い日立グループ共通のメールサーバを使用し、また、機密

性の高い入館システムや情報へのアクセス権限の限定など情報管理体制には万全を期しております。

個人情報については、個人情報の保護に関する法律(個人情報保護法)の施行前に、(財)日本情報処理開

発協会からプライバシーマーク認証を取得し、個人情報保護に関する積極的な取組みを行なっています。

また、情報セキュリティリスク対策として情報管理対策本部を設置し、個人情報保護を含め情報管理体制

の一層の整備を図っております。
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しかし、これらの取り組みにもかかわらず重大な情報漏洩等が発生した場合には、当社グループの信用

失墜、企業イメージ悪化、損害賠償請求等により、当社の事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 製品の品揃えとソリューションメニューの拡充について

当社グループは、当社で開発したソフトウェアパッケージ、アライアンス提携先のソフトウェアパッ

ケージ・情報処理機器等にソリューションを組み込み、高付加価値化を図る事業展開を進めております。

今後の事業拡大に向けて、市場のニーズにあったソフトウェアパッケージを開発するとともに、市場で高

い競争力を持つ製品ベンダとのアライアンス契約を積極的に行うことでソリューションメニューを拡充

し、新規事業領域を開拓していきます。

市場のニーズにあったソフトウェアパッケージの開発及び高い競争力を持つアライアンス製品の発掘

ができない場合には、当社の事業活動に影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) システムインテグレーション及びシステムサービス事業における契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

㈱日立システム
アンドサービス

㈱日立製作所(日本)

システムインテグ
レーション及びシ
ステムサービス受
託

ソフトウェア基本契約

昭和53年９月から
昭和54年９月まで
以降１年ごとの
自動更新

　

(2) 情報処理機器販売事業における契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

㈱日立システムア
ンドサービス

㈱日立製作所(日本) 情報処理機器 販売等基本契約

昭和63年７月から
平成元年７月まで
以降１年ごとの
自動更新

　

(3) 日立社標使用許諾における契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

㈱日立システムア
ンドサービス

㈱日立製作所(日本)
日立マーク、日立ロ
ゴ及び「日立」
「HITACHI」

日立関連会社の日立
社標(社標・社章・商
号)使用許諾契約

平成12年４月１日から
平成15年３月31日まで
以降１年ごとの
自動更新

　

(4) 役務提供における契約

　

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

㈱日立システムア
ンドサービス

㈱日立製作所(日本)

日立グループにお
ける先端・基盤技
術研究等の役務提
供

先端・基盤技術研究
の成果の享受や事業
運営上の役務提供を
受ける契約

平成16年４月１日から
平成17年３月31日まで
以降１年ごとの
自動更新
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６ 【研究開発活動】

当社の研究開発活動は、「企業における人の価値を高めるためのＩＴ」をテーマに、ＳＩ企業としてお客

様により高い価値のソリューションを提供すべく、技術・商品開発からサービス技術研究までをカバー範

囲としております。また、より広い視野での活動を目指し、各種団体・コンソーシアムへの積極参加及び同

業他社との積極的な交流を行っております。 

　当連結会計年度における研究開発費の総額は1,036百万円であり、主な研究開発成果は以下のとおりであ

ります。 

　

(1) 人財・知財の創成に関する研究

人財、知財、技術、顧客とのネットワークなど、目に見えない資産である「知的資産」を活用した「知的

資産経営」が注目をされております。

　当社では、知的資産経営の高度化を目的とする「人財・知財創生システム」を開発し、当連結会計年度

より自社適用による効果検証をしております。 

　当該システムは、人財、事業(プロジェクト)、関連コンテンツといった社内に散在する経営資源や社外情

報を整理・体系化して繋ぎ関連付けて見ることにより、作業効率向上や新しい発見を導くものでありま

す。

　本研究の成果は、「企業知活用ソリューション」として提供を開始しております。 

　

(2) 情報・知識共有基盤製品の開発

社内コミュニケーションの活性化を目的に、個人からの情報発信を促すWeb2.0の技術を使用したSNSや

ブログなどのソーシャルウェアを導入している企業が増えております。

　当社では、Enterprise分野で利用できるようセキュリティやアクセス制御、組織対応等の機能を強化し

た情報・知識共有基盤製品である「InWeave」を自社開発し販売を開始しました。

　当該製品は、情報共有・コミュニケーション機能を持つBasic Editionと蓄積された情報を有効活用す

るための「おすすめ情報表示機能」や「人脈ネットワーク表示機能」を備えたStandard Editionの他、

当社がこれまで培ってきた全文検索の技術を活用した「InWeave Search」があります。 

　今後は、製品の機能アップを図ると共に、企業知活用ソリューションと組み合わせ「知識ソリューショ

ンビジネス」を展開してまいります。 

　

(3) クラウドコンピューティング関連の研究

クラウドコンピューティングは、インターネットを介してコンピュータ処理をサービスとして利用で

き、利用者にとってシステム導入や管理のコストが低減できることから期待が大きくなっております。

　当社は、従来からクラウドコンピューティングを支える仮想化技術やＳＯＡ技術の研究を継続的に行っ

てきました。当連結会計年度においては、Microsoft社、Oracle社などの最先端ベンダーとの連携、有力自

社パッケージのSaaS対応などを通して、On Premise(お客様の環境下にある既存システム）とクラウドを

融合した最適なシステムを実現するための研究開発を行っております。

　また、当社の「知のコンシェルジェ」と㈱ＪＲ四国コミュニケーションウェアの「コラボノート」を組

み合わせた当社初のSaaS形式製品「企業知活用サービス」を発表いたしました。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、下記のとおりであります。

　

(1) 資産・負債及び純資産の状況について

① 資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ885百万円減の73,755百万円となりまし

た。

流動資産については、受取手形及び売掛金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ4,451百万円

減の55,271百万円となりました。

固定資産については、長期預け金及びソフトウェアの増加などにより、前連結会計年度末に比べ

3,566百万円増の18,484百万円となりました。

② 負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,640百万円減の38,592百万円となりまし

た。

流動負債については、買掛金及び未払法人税等の減少などにより、前連結会計年度末に比べ5,127百

万円減の26,212百万円となりました。

固定負債については、退職給付引当金の増加により、前連結会計年度末に比べ1,487百万円増の

12,379百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ2,755百万円増の35,162百万円となりま

した。これは、利益剰余金が増加したためであります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の43.4％から47.7％となり、１株当たり純資産は前連結

会計年度末の1,296円30銭から1,406円52銭となりました。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析について

① 売上高

当連結会計年度の売上高は、前年同期比3.9％減の126,203百万円となりました。売上高の事業別の営

業の概況については「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載しております。

なお、親会社㈱日立製作所に対する売上高は、前年同期比8.2%減の66,570百万円を計上し、全体の売

上高に占める割合については、前連結会計年度の55.2％から52.7％と減少しております。

② 売上総利益

売上総利益は、前年同期比0.9％減の26,719百万円となりましたが、売上高総利益率については、前連

結会計年度の20.5％から21.2％と改善しております。

③ 販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費は、システムエンジニアの営業活動費（営業技術費）の増加及び営業部門の

人員増強等により、前年同期比6.3％増の19,419百万円となりました。売上高一般費率は、前連結会計年

度の13.9％から15.4％と増加しております。
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④ 営業利益

以上の結果、営業利益は、前年同期比16.1％減の7,300百万円となり、売上高営業利益率は、前連結会

計年度の6.6％から5.8％と減少しております。

⑤ 営業外損益

営業外収益は、受取利息の増加により、前連結会計年度に比べ42百万円増の143百万円となりました。

営業外費用は、前連結会計年度に固定資産処分損を計上したため、前連結会計年度に比べ253百万円

減の103百万円となりました。

⑥ 経常利益

以上の結果、経常利益は前年同期比13.1％増の7,340百万円となりました。

⑦ 特別損益

特別損失は、投資有価証券評価損を計上しております。

　なお、特別利益は、当連結会計年度においては計上がありませんでした。

⑧ 税金等調整前当期純利益及び当期純利益

以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前年同期比15.8％減の7,143百万円となりました。

従いまして、当期純利益は前年同期比16.5％減の4,229百万円となり、１株当たり当期純利益は前連

結会計年度の202円49銭から169円17銭となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況について

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況については、「第一部　企業情報　第２　事業の状況　１　業

績等の概要」に記載しております。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因については、「第一部　企業情報　第２　事業の状況

　４　事業等のリスク」に記載しております。

　

(5) 重要な会計方針について

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成しております。

なお、当連結会計年度における重要な会計方針の変更はありません。
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(6) 経営者の経営方針について

当社グループの中長期的な経営戦略は、以下のとおりであります。

①情報サービス市場における事業領域の拡大と業界地位の向上

当社グループは、独自販売力の強化によって製造業・流通業向けを中心としたソリューションビジ

ネスを拡大するとともに、ネットワーク、セキュリティ、就業管理、文書管理などの幅広い業種にわたる

ソリューションメニューを充実することによって新規顧客の獲得に努め、市場の伸びを上回る成長を

達成し、目標とする売上高、営業利益の確保を目指してまいります。 

　情報サービス業界においては、納期、品質、投資対効果、法改正及び規制緩和等、お客様の高度化・多様

化するニーズに迅速かつ的確に対応する力が問われております。 

　当社グループは、コアコンピタンスであるシステムエンジニア力と自社製品及びアライアンス製品を

組み合わせ、お客様の企業価値向上に貢献するソリューションの提供に努めております。

　また、プロジェクト・品質管理のマネジメント体制を更に強化し、信頼性の高いソリューションの提

供を心がけております。親会社である㈱日立製作所はもとより、幅広くビジネスパートナーとの連携を

強化し、より質の高いソリューションを様々なチャネルを通じて提供することにより、情報サービス市

場での存在感を高め、地位の向上を図ってまいります。 

②新規事業・市場の開拓、新規ビジネスプロセスの確立

情報サービス業界が成熟化に向かう中で、従来型の人に依存した事業だけでは、持続的な成長を果た

すことが困難になっております。当社グループが持続的に成長を果たす為には、新しい事業・市場の開

拓、および新しいビジネスモデルの確立が不可欠であります。 

　当社グループでは、社外の研究機関や大学との連携を通じた研究開発を継続して進めるほか、平成19

年度に開設した米国リエゾンオフィスを中心に、海外の情報収集や先進ベンダーの発掘を進め、事業提

携・出資を行うなど、最新技術・製品の導入に努めております。 

　また、平成20年4月に新事業・新分野の事業立上げの加速化を図るため「新事業開発本部」を設立い

たしました。当該本部内に「知識事業推進センタ」を設置し、「知識ソリューションビジネス」を展開

しております。平成21年2月には㈱ＪＲ四国コミュニケーションウェア殿と連携し、SaaS形式で「企業

知活用サービス」の提供を開始いたしました。また、社員個々人が持つ多種多様な知識・ノウハウや、

社内外の様々なコンテンツを整理・統合し、知識体系の「見える化」を実現させた「人財・知財創成

システム」（社内システム）が稼動しました。このシステムにより、戦略的な集合知の形成と共有を進

め、「知識ソリューションビジネス」として今後展開してまいります。 

　グローバル事業への対応におきましては、「グローバル事業推進センタ」の体制強化を図り、中国市

場を中心とした日系企業の海外事業展開の支援に対応した事業を強化してまいります。 
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、開発用設備・拡販支援設備の充実、社内情報インフラ整備などで

総額1,084百万円の投資を行っております。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　　　(平成21年３月31日現在)

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

工具、器具
及び備品

リース資産 その他 合計

本社
(東京都港区)

ソフトウェア
開発設備等

250 751 442 ― 1,4453,116

中部支社
(愛知県名古屋市西区)

ソフトウェア
開発設備等

141 97 ― ― 239 582

関西支社
(大阪府大阪市浪速区)

ソフトウェア
開発設備等

38 103 ― 65 207 809

合計 430 953 442 65 1,8924,507

　

(2) 国内子会社

　　　(平成21年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物

工具、器具
及び備品

合計

㈱日立システムバ
リュー

本社
(東京都品川区)

ソフトウェア開
発設備等

46 22 69 708

合計 46 22 69 708

(注) １　当社グループは、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメントの名称を記載しておりません。

２　帳簿価額のうち「その他」は、賃貸営業資産であります。

　　なお、金額には建設仮勘定及び消費税等は含まれておりません。

３　建物の一部は賃借しており、年間賃借料は2,954百万円であります。

４　上記のほか、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。

　

会社名
事務所名
(所在地)

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

提出会社
本社他
(東京都港区他)

ソフトウェア
開発設備等

２～５年 273 381

なお、連結子会社は、重要性がないため記載しておりません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

重要な設備の新設は、該当ありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却は、該当ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,000,00025,000,000
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式
単元株式数 100株

計 25,000,00025,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年３月９日
(注)

5,000,00025,000,0003,190 4,190 5,279 6,279

(注) 有償一般募集(ブックビルディング方式)

発行価格　　　　1,800円、引受価額　　　　1,693円80銭

発行価額　　　　1,275円、資本組入額　　　　638円
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(5) 【所有者別状況】

(平成21年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

１ 22 23 50 132 3 6,3956,626 ―

所有株式数
(単元)

１ 43,213 668128,79638,542 13 38,749249,9821,800

所有株式数
の割合(％)

0.00 17.28 0.26 51.5115.41 0.00 15.4999.96 ―

(注) 自己株式178株は「個人その他」に１単元及び「単元未満株式の状況」に78株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

(平成21年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内１－６－６ 12,800 51.20

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 2,103 8.41

日本マスタートラスト信託銀行
㈱（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 795 3.18

第一生命保険相互会社特別勘定
年金口
（常任代理人資産管理サービス信託銀行㈱）

東京都千代田区有楽町１－13－１
（東京都中央区晴海１－８－12　晴海アイランド 

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

648 2.59

ビービーエイチ フォー フィデ
リティー ロープライス ストッ
ク ファンド
(常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 U.S.A.
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

497 1.98

日立システムグループ社員持株
会

東京都港区港南２－１８－１ 476 1.90

シービーロンドン リーガルアン
ドジェネラル アシュアランス 
ペンションズ マネージメント 
リミテッド
（常任代理人シティバンク銀行㈱）

ONE COLEMAN STREET, LONDON, EC2R 5AA UK
（東京都品川区東品川２－３－１４）

376 1.50

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウ
ンツ ジェーピー アールイー
シー アイティーアイシー
（常任代理人㈱三菱東京ＵＦＪ銀行）

CITYGROUP CENTRE CANADA SQUARE CANARY WHARF
LONDON E14 5LB, UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２－７－１）

225 0.90

クレディ スイス セキュリ
ティーズ ヨーロッパリミテッド
ピービー セク イント ノン ト
リーティー クライアント
（常任代理人シティバンク銀行㈱）

ONE CABOT SQUARE LONDONE 14 4QJ, UK
（東京都品川区東品川２－３－１４）

217 0.86

メロン バンク エヌエー アズ 
エージェント フォー イッツ ク
ライアント メロン オムニバス 
ユーエス ペンション
(常任代理人㈱みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

194 0.77

計 ― 18,333 73.33

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　　921千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱　　 　 303千株
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２．住友信託銀行㈱から平成21年３月13日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成21年３月

23日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当事業年度末現在における実質

所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めていません。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりです。 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

住友信託銀行㈱ 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,295 5.18

３．小数点第３位以下は、切り捨てております。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成21年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

24,998,100
249,981 ―

単元未満株式
普通株式

1,800
― ―

発行済株式総数 25,000,000― ―

総株主の議決権 ― 249,981 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が78株含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成21年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱日立システムアンドサー

ビス

東京都港区港南２－１８－
１

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 99 0

当期間における取得自己株式 ― ―

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 178 ― 178 ―
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３ 【配当政策】

当社の配当政策は、中長期的な事業計画に基づいた積極的な先行投資を実行するための内部資金の確

保と株主に対する安定的な配当の継続を念頭に置き、財政状態・利益水準・配当性向等を総合的に勘案

の上、実施することを基本方針としております。 

　当社の剰余金の配当は、毎年９月30日及び３月31日を基準日とした年２回の配当を実施しており、配当

の決定機関は取締役会であります。 

　また、当社は、会社法第459条第１項に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等ができる旨を定

款に定めております。 

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の方針に基づき、当中間期に１株につき25円の中間配

当を実施し、期末につきましては１株につき25円といたしました。 

　内部留保金につきましては、新事業・新分野のビジネス投資及び事業提携先への出資、先進技術分野の

研究開発並びにその他事業領域拡大に伴う投資を賄う原資として、活用していく予定であります。

　

　　(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　 決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

　
平成20年10月29日
取締役会決議

624 25.00

　
平成21年５月22日
取締役会決議

624 25.00

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 2,215 3,540 3,190 2,800 2,155

最低(円) 1,360 1,501 2,105 1,706 810

(注) 　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,405 1,349 1,370 1,015 973 940

最低(円) 890 1,053 895 891 888 810

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

(1)取締役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数(千株)

取締役会長 (注)2 久野　勝邦 昭和15年３月２日

昭和37年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 1

平成15年４月 同社代表取締役 取締役副社長
平成15年６月 同社代表執行役 執行役副社長

平成17年４月 同社特命顧問

平成17年６月 当社取締役 指名委員会 監査委員会 報

酬委員会

平成19年１月 日立グローバル・ニュークリア・エナ

ジー株式会社（現日立ＧＥニュークリア

・エナジー株式会社）取締役（現在）

平成21年６月 当社取締役会長 指名委員会 報酬委員
会 (現在)

取締役 (注)2 林　雅博 昭和21年４月11日

昭和44年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 ―

平成７年２月 同社中部支社副支社長
平成11年４月 同社情報・通信グループ情報システム

営業本部長
平成12年１月 同社金融・流通システムグループ　　副

グループ長
平成13年６月 株式会社日立エイチ・ビー・エム　　取

締役社長
平成15年４月 株式会社日立製作所情報・通信グループ

システムソリューション部門ＣＥＯ

平成15年６月 同社執行役 情報・通信グループ　　シス

テムソリューション部門ＣＥＯ

平成17年２月 同社執行役 関西支社長支社長

平成17年４月 同社執行役常務 関西支社長支社長

平成19年４月 同社代表執行役 執行役副社長

平成21年４月 当社代表執行役 執行役社長

平成21年６月 代表執行役 執行役社長兼取締役　指名
委員会　報酬委員会 (現在)

取締役 　 眞木　正喜 昭和22年９月29日

昭和45年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 4

平成12年１月 同社金融・流通システムグループ海外
SI事業推進統括センタ長

平成12年11月 日立データシステムズソリューション
ズホールディングＣＯＲＰ. 社長＆Ｃ
ＥＯ

平成15年６月 当社執行役員 オープンソリューショ
ン事業部長

平成16年６月 執行役 企画本部長
平成17年６月 執行役常務 企画本部長兼ネットワー

ク・セキュリティソリューション事業
部長

平成19年４月 執行役常務 企画本部長
平成20年４月 執行役専務 企画本部長
平成20年６月 執行役専務兼取締役 企画本部長（現

在）

取締役 　 新美　雅文 昭和26年２月18日

昭和48年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 4

平成14年４月 同社情報・通信グループ総務本部長
平成17年４月 当社執行役常務付
平成17年６月 執行役 人事総務部長
平成19年４月 執行役 人事総務本部長
平成20年４月 執行役常務 人事総務本部長
平成20年６月 執行役常務兼取締役 人事総務本部長

（現在）

取締役 (注)2 林　邦雄 昭和22年２月22日

昭和48年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 4

平成４年10月 同社中部支社総務部長
平成13年６月 ASTI株式会社 取締役 管理本部長
平成15年４月 当社執行役員 社長室長
平成16年６月 執行役 社長室長
平成17年６月 執行役常務 社長室長
平成18年６月 取締役 監査委員会（現在）

取締役 (注)2 齊藤　莊藏 昭和20年11月５日

昭和45年４月 株式会社日立製作所入社

(注)3 ―

平成４年６月 同社日立工場原子力設計部部長

平成６年８月 同社原子力事業部予防保全サービス　本

部本部長

平成10年７月 同社日立工場副工場長

平成13年６月 同社原子力事業部事業部長

平成15年４月 同社電力・電機グループ長＆ＣＥＯ

平成15年６月 同社執行役常務 電力・電機グループ

長＆ＣＥＯ

平成16年２月 同社執行役
平成16年10月 同社執行役常務
平成18年４月 同社執行役専務（現在）
平成21年６月 当社取締役（現在）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数(千株)

取締役 (注)2 蓮沼　和彦 昭和22年６月６日

昭和46年４月 株式会社三和銀行入行

(注)3 1

平成12年５月 同社執行役員システム部長

平成13年４月 株式会社ＵＦＪホールディングス執行役

員ＩＴ企画部長

平成14年１月 株式会社ＵＦＪ銀行執行役員システム企

画部長

平成14年６月 株式会社心斎橋共同センタービルディン

グ代表取締役（現在）

平成16年６月 当社取締役 監査委員会（現在）

計 15

(注) １　取締役 久野勝邦、齊藤莊藏及び蓮沼和彦の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　当社の委員会体制については、次のとおりであります。

　　　指名委員会　　久野　勝邦　　林　　雅博　　齊藤　莊藏

　　　監査委員会　　蓮沼　和彦　　林　　邦雄　　齊藤　莊藏

　　　報酬委員会　　久野　勝邦　　林　　雅博　　齊藤　莊藏

３　取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までと

定款に定めております。

　

(2)執行役の状況

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数(千株)

代表執行役　
執行役社長

　 林　雅博
　(1)取締役の
　　 状況参照

同左 （注） 同左

執行役専務 企画本部長 眞木　正喜
　(1)取締役の
　　 状況参照

同左 （注） 同左

執行役常務
営業統括本

部長
丸山　愼平 昭和23年１月16日

昭和45年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 5

平成11年４月 同社横浜支社長

平成14年６月 当社執行役員 ソリューション営業統括

本部長

平成16年６月 執行役常務 ソリューション営業統括本

部長

平成18年４月 執行役常務 営業統括本部長（現在）

執行役常務
第三事業グ

ループ長
斉木　吉彦 昭和22年４月４日

昭和47年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 2

平成13年８月 同社中央研究所情報システム研究セン

タ長

平成15年４月 当社執行役員 デジタルメディアソ

リューション事業部長

平成16年６月 執行役 デジタルメディアソリューショ

ン事業部長

平成17年６月 執行役常務 デジタルメディアソリュー

ション事業部長

平成19年４月 執行役常務　第三事業グループ長（現

在）

執行役常務
第二事業グ

ループ長
浅井　新二 昭和23年３月19日

昭和46年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 4

平成14年４月 同社情報・通信グループネットワーク

ソリューション事業部長

平成15年４月 当社執行役員 産業・流通システムサー

ビス事業部長

平成16年６月 執行役 産業システムサービス事業部長

平成18年６月 執行役常務 産業システムサービス事業

部長

平成19年４月 執行役常務　第二事業グループ長（現

在）

執行役常務
第一事業グ

ループ長
清水　髙年 昭和24年１月２日

昭和47年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 5

平成13年４月 同社システムソリューショングループ

アプリケーションシステム開発本部長

平成14年４月 当社金融システムサービス事業部 東京

金融本部長

平成16年６月 執行役 金融システムサービス事業部長

平成19年４月 執行役常務　第一事業グループ長（現

在）

執行役常務 財務本部長 吉岡　和夫 昭和24年７月22日

昭和47年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 4

平成15年４月 同社情報・通信グル－プ財務本部長

平成17年４月 当社執行役常務付

平成17年６月 執行役 経理部長

平成19年４月 執行役　財務本部長

平成20年４月 執行役常務 財務本部長（現在）
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　 役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数(千株)

執行役常務
人事総務本

部長
新美　雅文

(1)取締役の

　状況参照
同左 （注） 同左

執行役常務
営業統括本

部副本部長
服部　光三 昭和24年３月31日

昭和46年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 4

平成12年１月 同社情報・通信グループ統括本部営業

企画本部長

平成15年６月 当社執行役員　ソリューション営業統括

本部副本部長

平成16年６月 執行役　ソリューション営業統括本部副

本部長

平成18年４月 執行役　営業統括本部副本部長

平成21年４月 執行役常務 中部支社長 関西支社長 営

業統括本部副本部長（現在）

執行役

第三事業グ

ループ副事

業グループ

長

石井　清 昭和29年11月26日

昭和59年４月 当社入社

（注） 2

平成14年10月 オープンソリューション事業部東京

オープンシステム本部長

平成16年６月 産業システムサービス事業部副事業部

長

平成17年６月 執行役 産業システムサービス事業部

副事業部長

平成19年４月 執行役　第三事業グループ副事業グルー

プ長（現在）

執行役

第一事業グ

ループ副事

業グループ

長

小川　正史 昭和27年３月10日

昭和50年４月 株式会社日立製作所入社

（注） 1

平成16年４月 同社情報・通信グループ公共システム

営業統括本部公共ビジネス企画本部長

平成19年４月 当社執行役　第一事業グループ副事業グ

ループ長（現在）

執行役

第二事業グ

ループ副事

業グループ

長

村本　眞治 昭和32年12月23日

昭和55年４月 当社入社

（注） 2

平成16年10月 産業システム事業部東京産業・流通本

部長

平成19年４月 執行役　第二事業グループ副事業グルー

プ長（現在）

執行役 調達本部長 楊井　博 昭和32年１月２日

昭和54年４月 当社入社

（注） 3
平成16年10月 金融システムサービス事業部証券保険

本部長

平成20年４月 執行役 調達本部長（現在）

計 35

(注) １　執行役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度の末日までと定款に定めております。

２　執行役の所有株式数の合計から、取締役兼務の保有する株式を除いております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、透明性が高く、公正かつ効率的な経営を実現するために、コーポレート・ガバナンスの整備を

経営上最も重要な課題の一つと位置づけております。

法令遵守については、「コンプライアンス方針」を策定し、更なる企業倫理の確立に努めております。

　

① 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

a．会社の機関の内容

当社は、委員会設置会社であり、取締役会から執行役に対し、業務の決定権限を大幅に委譲し、経営の

スピードアップを図る一方で、取締役会は内部統制システムの基本事項を定め、執行役の業務執行を監

督しています。平成21年６月19日現在、取締役７名のうち３名が社外取締役であり、会社法上の規定に

基づき、各々取締役３名（うち２名は、社外取締役）で構成する、指名委員会、監査委員会及び報酬委員

会を設置しております。また、執行役13名のうち３名が取締役を兼務しております。 

　なお、当社の取締役は10名以内とする旨、定款で定めております。 

b．内部統制システムの整備の状況

取締役会が決定した内部統制システムの基本事項に基づき、次のとおり整備しております。 

　監査委員会は、業務監査を行う社長直属の組織である監査室と連携を図り、業務執行に対する監査の

実効性を確保するための体制を整備しております。なお、監査委員会を補助するために、専属の従業員

を１名置いております。 

　執行役は、取締役会から権限委譲された範囲で会社の重要な意思決定をすることができますが、特に

重要な事項については、執行役全員で構成する経営会議において多角的に意見を聴取し、慎重に意思決

定しております。 

　当社の役員及び従業員が、企業倫理及び法令遵守上、疑義ある当社の行為等について情報提供を行う

手段として、専門機関との提携による社外窓口も備えた内部通報制度を構築しております。 

c．社外取締役との責任限定契約の内容

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定す

る契約を締結しております。また、当該契約に基づく賠償の限度額は、法令が規定する最低責任限度額

であります。

　

② リスク管理体制の整備の状況

取締役会が決定したリスク管理体制の基本事項に基づき、次のとおり整備しております。

危機管理に関する規則を定め、コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、環境、輸出管理、災害等に

かかるリスクについて、各業務担当部署が当該規則に基づいたガイドラインを制定し、教育、業務監査

等を実施して、リスクを回避、予防及び管理しております。
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③ 役員報酬の内容

各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する方針の決定方法及びその方針 

の内容の概要については、以下のとおりであります。 

a．取締役 

月額基本報酬と業績連動報酬とに分け、月額基本報酬については委員会及び常勤・非常勤 

の別を含めた各取締役の職務・職責に応じて、業績連動報酬については会社業績に応じて、 

各々相当と判断される水準とします。 

b．執行役 

月額基本報酬と業績連動報酬とに分け、月額基本報酬については各執行役の職務・職責に 

応じて、業績連動報酬については会社業績及び担当業務における成果に応じて、各々相当と 

判断される水準とします。

c．取締役・執行役に共通する事項 

平成20年度に係る報酬から取締役及び執行役の報酬体系を見直し、退職慰労金を廃止して 

おります。これに伴い、平成20年４月１日より前に就任し、同日において引き続き在任してい 

る取締役及び執行役につきましては、就任時から平成20年３月31日までに歴任した役位ごと 

の月額基本報酬と在任期間(再任の場合には、通算します。)を基準とした退職慰労金を報酬 

委員会の決議を経て退任時に支給します。 

　

また、当事業年度における当社の役員報酬は、以下のとおりであります。

　

区 分 支給人員 支給額 摘要

取　締　役 11名 169百万円うち社外４名 19百万円

執　行　役 14名 377百万円 　

合　　　計 25名 547百万円 　

(注) １　取締役の支給人員には、平成20年６月20日付で退任した取締役４名及び平成21年３月31日付で辞任した取締役１名を含ん

でおります。

２　執行役の支給人員には、取締役を兼務する４名を含んでおりませんが、平成21年３月31日付で退任した執行役１名を含ん

でおります。

３　平成20年６月20日付で新たに就任した取締役３名は、その就任までは執行役の支給人員に含まれております。

４　支給額には、事業年度中に役員賞与引当金として費用処理した111百万円(取締役７名34百万円、執行役11名76百万円)を含

んでおります。

５　支給額のほか、事業年度中に支給した退職慰労金（退職慰労金の廃止に伴う打切り日である平成20年３月31日までの役位

及び在任期間に対応する対象者の退任時退職慰労金。以下同じ。）131百万円（取締役３名）があります。なお、そのうち

46百万円については過年度の事業報告において開示されております。

６　支給額のほか、事業年度末に退任した執行役１名に対し平成21年４月に支給した退職慰労金17百万円、及び未支給の退職

慰労金見込額186百万円（取締役４名51百万円、執行役９名135百万円）があります。

　

④ 内部監査及び監査委員会の状況

内部監査は、内部監査規則に基づいて実施し、当社グループにおける一切の業務活動及び諸制度等を

監査担当部署独自の立場で診断評価することにより、不正・過誤の防止に努め、財産の保全、経営の合

理化及び業務の適正化に関する助言・勧告を行い、経営管理に寄与しております。なお、内部監査を行

う監査室は、業務執行からの独立性を保つため社長直属としております。

監査委員会は、取締役及び執行役の職務の執行について、適法経営、妥当性及び業務違反の有無を監

査しております。また、会計監査人から監査計画及び監査結果についての報告・説明を受けて、その適

法性の有無の確認を実施しております。
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⑤ 社外取締役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の社外取締役である齊藤莊藏氏は、親会社である㈱日立製作所の執行役専務であります。なお、

当社との間には、特別の利害関係はありません。

　

⑥ 会計監査の状況

a．業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員　松岡寿史 新日本有限責任監査法人

業務執行社員　尾﨑隆之 新日本有限責任監査法人

b．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補・その他７名であります。

　

⑦ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が株主総会に出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定

めております。 また、取締役の選任については、累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以

上に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑨ 剰余金の配当等の決定機関

当社は、会社法第459条第１項各号に規定する事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議にはよらず、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に定めております。

　

⑩ 取締役及び執行役の責任免除

当社は、会社法第423条第１項の取締役(取締役であった者を含む。)及び執行役(執行役であった者を

含む。)の責任について、取締役会の決議によって、法令の定める限度内で免除することができる旨を定

款に定めております。これは、取締役及び執行役が職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮で

きることを目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 27 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 27 ―

(注)　前連結会計年度の監査報酬は22百万円であります。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査公認会計士等の独立性を損ねないよう、監査日数、会社の規模、業務の

特性等の要素を勘案して決定しております。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

33/96



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３

月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表

については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任監査

法人となりました。

　

３　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示してお

ります。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 634 651

受取手形及び売掛金 38,634 35,714

たな卸資産 5,590 －

商品 － 658

仕掛品 － 4,344

繰延税金資産 4,699 3,675

預け金 9,666 9,939

その他 496 286

流動資産合計 59,722 55,271

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 507 477

工具、器具及び備品（純額） 985 975

リース資産（純額） － 442

その他 80 250

有形固定資産合計 ※1
 1,573

※1
 2,146

無形固定資産

ソフトウエア 1,615 2,420

その他 3 1

無形固定資産合計 1,618 2,421

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 2,272

※2
 1,869

敷金及び保証金 3,206 3,093

繰延税金資産 4,565 4,932

長期預け金 － 2,250

その他 1,698 1,771

貸倒引当金 △17 －

投資その他の資産合計 11,725 13,915

固定資産合計 14,917 18,484

資産合計 74,640 73,755
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 13,057 11,130

リース債務 － 192

未払法人税等 2,731 1,822

未払費用 7,980 6,497

プログラム補修引当金 1,368 1,248

受注損失引当金 1,005 765

その他 5,198 4,556

流動負債合計 31,340 26,212

固定負債

リース債務 － 254

退職給付引当金 10,497 11,910

役員退職慰労引当金 390 191

その他 4 23

固定負債合計 10,892 12,379

負債合計 42,233 38,592

純資産の部

株主資本

資本金 4,190 4,190

資本剰余金 6,279 6,279

利益剰余金 21,675 24,655

自己株式 △0 △0

株主資本合計 32,144 35,123

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 277 41

繰延ヘッジ損益 △15 △2

評価・換算差額等合計 262 38

純資産合計 32,407 35,162

負債純資産合計 74,640 73,755
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 131,304 126,203

売上原価 104,336 99,483

売上総利益 26,967 26,719

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 18,260

※1, ※2
 19,419

営業利益 8,706 7,300

営業外収益

受取利息 72 103

受取配当金 15 30

為替差益 － 0

雑収入 12 8

営業外収益合計 100 143

営業外費用

支払利息 － 9

たな卸資産処分損 13 －

固定資産処分損 237 74

為替差損 96 －

雑損失 7 19

営業外費用合計 356 103

経常利益 8,450 7,340

特別利益

投資有価証券売却益 66 －

特別利益合計 66 －

特別損失

投資有価証券評価損 34 196

特別損失合計 34 196

税金等調整前当期純利益 8,482 7,143

法人税、住民税及び事業税 4,175 2,103

法人税等調整額 △755 811

法人税等合計 3,419 2,914

当期純利益 5,062 4,229
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,190 4,190

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,190 4,190

資本剰余金

前期末残高 6,279 6,279

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,279 6,279

利益剰余金

前期末残高 17,738 21,675

当期変動額

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 5,062 4,229

当期変動額合計 3,937 2,979

当期末残高 21,675 24,655

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 28,207 32,144

当期変動額

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 5,062 4,229

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,937 2,979

当期末残高 32,144 35,123
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 396 277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△118 △236

当期変動額合計 △118 △236

当期末残高 277 41

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 12

当期変動額合計 △15 12

当期末残高 △15 △2

評価・換算差額等合計

前期末残高 396 262

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△133 △223

当期変動額合計 △133 △223

当期末残高 262 38

純資産合計

前期末残高 28,603 32,407

当期変動額

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 5,062 4,229

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △133 △223

当期変動額合計 3,803 2,755

当期末残高 32,407 35,162
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 8,482 7,143

減価償却費 1,908 1,567

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 707 1,030

プログラム補修引当金の増減額(△は減少) 368 △119

受注損失引当金の増減額（△は減少） △40 △239

受取利息及び受取配当金 △87 △134

支払利息 － 9

為替差損益（△は益） 95 7

投資有価証券売却損益（△は益） △66 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 196

売上債権の増減額（△は増加） △1,901 2,919

たな卸資産の増減額（△は増加） △330 586

仕入債務の増減額（△は減少） 1,287 △1,926

未払消費税等の増減額（△は減少） 266 △726

未払費用の増減額（△は減少） 106 △1,483

その他 1,388 197

小計 12,184 9,012

利息及び配当金の受取額 87 134

利息の支払額 － △9

法人税等の支払額 △3,847 △3,014

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,424 6,123

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 495

預け金の預入による支出 － △2,250

有形固定資産の取得による支出 △761 △914

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △1,050 △1,674

投資有価証券の取得による支出 △128 △177

投資有価証券の売却による収入 59 13

敷金の差入による支出 △768 △55

敷金の回収による収入 310 347

その他の支出 △14 △36

その他の収入 12 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,341 △4,249

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,124 △1,249

リース債務の返済による支出 － △133

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,125 △1,383

現金及び現金同等物に係る換算差額 △89 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,868 484

現金及び現金同等物の期首残高 4,937 9,805

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 9,805

※1
 10,290
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　１社

会社名　㈱日立システムバリュー

(1) 連結子会社の数　１社

会社名　㈱日立システムバリュー

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　該当ありません。

　非連結子会社でありました㈲エス

アンドエス高山は、平成19年６月に

清算結了しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　該当ありません。

 

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用している非連結子会

社及び関連会社

　該当ありません。

(1) 持分法を適用している非連結子会

社及び関連会社

　同左

　 (2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社

非連結子会社名

該当ありません。

　非連結子会社でありました㈲エス

アンドエス高山は、平成19年６月に

清算結了しております。

関連会社

沖縄日立ネットワークシステム

ズ㈱

東京ソフトウェア㈱

(持分法を適用しない理由)

持分法非適用関連会社は、それぞれ

当期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社

非連結子会社名

該当ありません。

　

 

関連会社

同左

 

(持分法を適用しない理由)

同左

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度末日は、連結決

算日と一致しております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準および評価
方法
①　有価証券
　その他有価証券
　時価のあるもの

(1) 重要な資産の評価基準および評価
方法
①　有価証券
　その他有価証券
　時価のあるもの

　 連結決算日の市場価格等に基
づく時価法
(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブ
　時価法

同左

 
時価のないもの
同左

②　デリバティブ
　同左

　 ③　たな卸資産
　商品
　　移動平均法による低価法

③　たな卸資産
　商品
　　移動平均法による原価法(収
　　益性の低下による簿価切下
　　げの方法)

　 　　仕掛品
　　個別法による原価法

　　仕掛品
　　個別法による原価法(収益性
　　の低下による簿価切下げの
　　方法)

　 　 （会計方針の変更）
「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第９
号 平成18年７月５日公表分)
を当連結会計年度から適用
し、商品は移動平均法による
低価法から移動平均法による
原価法(収益性の低下による
簿価切下げの方法)、仕掛品は
個別法による原価法から個別
法による原価法(収益性の低
下による簿価切下げの方法)
にそれぞれ変更しておりま
す。なお、従来の方法によった
場合に比べて、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純
利益に与える影響はありませ
ん。

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
①　有形固定資産

　定率法
ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附属設
備を除く)については、定額法
によっております。
なお、主な耐用年数は、次のと
おりであります。
建物及び構築物　　３～50年
工具、器具及び備品
　　　　　　　　　３～20年
（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当連
結会計年度より、平成19年４
月１日以降に取得した有形固
定資産について、改正後の法
人税法に基づく減価償却の方
法に変更しております。この
変更による損益に与える影響
は軽微であります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法
①　有形固定資産(リース資産を除
く)
　定率法
ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物(建物附属設
備を除く)については、定額法
によっております。
なお、主な耐用年数は、次のと
おりであります。
建物及び構築物　　３～50年
工具、器具及び備品
　　　　　　　　　３～20年
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 （追加情報）
法人税法の改正に伴い、平成
19年３月31日以前に取得した
有形固定資産については、改
正前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取得
価額の５％に到達した連結会
計年度の翌連結会計年度よ
り、取得価額の５％相当額と
備忘価額との差額を５年にわ
たり均等償却し、減価償却費
に含めて計上しております。
この変更による損益に与える
影響額は軽微であります。

　

　
②　無形固定資産
　定額法

②　無形固定資産(リース資産を除
く)
　定額法

　

なお、ソフトウェアについて
は、以下のとおりとしており
ます。
自社利用目的…
社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法
市場販売目的…
見込販売収益に基づく償却額
又は見込有効期間(３年)に基
づく均等配分額のいずれか大
きい額を償却額とする方法

　

 

 

なお、ソフトウェアについて
は、以下のとおりとしており
ます。
自社利用目的…
社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法
市場販売目的…
見込販売収益に基づく償却額
又は見込有効期間(３年)に基
づく均等配分額のいずれか大
きい額を償却額とする方法

③　リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・
　リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を
採用しております。
なお、所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引のうち、
リース取引日が平成20年３月
31日以前のリース取引につい
ては、引き続き通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率による計算額を計上

し、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 ②　プログラム補修引当金

プログラムの無償補修費用の支

出に備えるため、過去の実績に

基づく将来発生見込額を計上し

ております。

②　プログラム補修引当金

　　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 ③　受注損失引当金

システムソリューションの請負

等に係る受注案件のうち、連結

会計年度末時点で将来に損失が

発生する可能性が高いと見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に

見積ることが可能なものについ

ては、受注損失に備えるため、将

来の損失見積額を計上しており

ます。

④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

会計基準変更時差異(619,493千

円)については、提出会社は５

年、連結子会社は10年による按

分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、

その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

(10～15年)による定額法により

按分した額を発生の翌連結会計

年度より費用処理しておりま

す。

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数(15年）による定額

法により費用処理しておりま

す。

③　受注損失引当金

同左

 

④　退職給付引当金

　　同左

 

　 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しておりま

す。

⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しておりま

す。

（追加情報）
平成20年度に係る報酬から取
締役及び執行役の報酬体系を
見直し、退職慰労金を廃止す
ることを決定しております。
これにより、当連結会計年度
は、役員退職慰労引当金の繰
入れを行っておらず、当連結
会計年度末日における役員退
職慰労引当金残高は、平成20
年４月１日より前に就任し、
同日において引き続き在任し
ている取締役及び執行役に対
する支給予定額であります。

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決
算日の直物為替相場により円貨
に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準

　同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

 

―――――――――――

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　同左

　

　 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…為替予約、

　　　　　　　通貨オプション

　ヘッジ対象…外貨建金銭債務

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　同左

　 ③　ヘッジ方針

外貨建金銭債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益の確

保のため、予定取引の範囲内で

ヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

　同左

　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして判断しておりま

す。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　同左

　 (7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処
理は、税抜方式によっておりま
す。

(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、20年以内で

償却を行っております。ただし、重要性

がないものについては、発生年度に全

額償却しております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

――――――――――――――

(リース取引に関する会計基準)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」(企業会計基準第13号 平成５年

６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30

日改正)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第16号 平成６年１月18日

(日本公認会計士協会、会計制度委員会)、平成19年３月

30日改正)を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える

影響は軽微であります。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 

(退職給付に係る会計基準)

「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)

(企業会計基準第19号 平成20年７月31日)が平成21年

３月31日以前に開始する連結会計年度に係る連結財務

諸表から早期に適用できることになったことに伴い、

当連結会計年度から同会計基準を適用しております。

　数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するた

め、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益に与える影響はありません。

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は625百万円であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

――――――――――――――

(連結貸借対照表関係)

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成

20年８月７日内閣府令第50号)が適用となることに伴

い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「商品」

「仕掛品」に区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれてお

ります「商品」「仕掛品」は、それぞれ1,192百万円、

4,398百万円であります。

 

　　　　　 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前連結会計年度において、営業キャッシュ・フローの

小計前のその他に含めていた「投資有価証券評価損益

(△は益)」は重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記することとしました。

　なお、前連結会計年度における「投資有価証券評価損

益(△は益)」」の金額は34百万円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　 2,435百万円

 

※１　有形固定資産減価償却累計額　　 2,686百万円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 45百万円

 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 45百万円

 

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給与諸手当 3,276百万円

退職給付費用 401百万円

プログラム補修引当金繰入額 1,170百万円

役員退職慰労引当金繰入額 139百万円

営業技術費 3,999百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

給与諸手当 3,250百万円

退職給付費用 408百万円

プログラム補修引当金繰入額 464百万円

役員退職慰労引当金繰入額 ─　百万円

営業技術費 4,682百万円

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、744百万円であります。

なお、全額一般管理費に計上しております。

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,036百万円であります。

なお、全額一般管理費に計上しております。

 

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

48/96



(連結株主資本等変動計算書関係)

　 前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 25,000,000 ― ― 25,000,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 30 49 ― 79

　
（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月21日
取締役会

普通株式 624 25.00平成19年３月31日 平成19年５月28日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 499 20.00平成19年９月30日 平成19年11月29日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 624 25.00平成20年３月31日 平成20年５月27日

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 25,000,000 ― ― 25,000,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 79 99 ─ 178

　
（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月22日
取締役会

普通株式 624 25.00平成20年３月31日 平成20年５月27日

平成20年10月29日
取締役会

普通株式 624 25.00平成20年９月30日 平成20年11月28日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月22日
取締役会

普通株式 利益剰余金 624 25.00平成21年３月31日 平成21年５月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 634百万円

預け金 9,666百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△495百万円

現金及び現金同等物 9,805百万円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 651百万円

預け金 9,939百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△300百万円

現金及び現金同等物 10,290百万円

 

　

２　重要な非資金取引の内容

　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー
ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ580百万円
であります。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

862 254 608

その他 11 4 7

合計 874 258 615

 

 

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具、器具 
及び備品

842 481 360

その他 7 2 5

合計 849 483 365

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 244百万円

１年超 384百万円

　合計 628百万円

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 232百万円

１年超 148百万円

　合計 381百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 207百万円

減価償却費相当額 191百万円

支払利息相当額 22百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 245百万円

支払利息相当額 20百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。

 

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。

　 １　ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、開発設備用のパソコン・サーバ等(工

具、器具及び備品)であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 ２　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 5百万円

　合計 7百万円
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

①　株式 114 666 551

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 114 666 551

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

①　株式 55 40 △14

②　債券 1,000 954 △45

③　その他 ─ ─ ─

小計 1,055 994 △60

合計 1,170 1,661 491

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)
　

売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

66 66 ─

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

その他有価証券

非上場株式　　　　　　 565百万円

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成20年３月31

日)

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①　債券 500 500 ─ ─

②　その他 ─ ─ ─ ─

小計 500 500 ─ ─
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Ⅱ　当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)
　

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

①　株式 94 373 279

②　債券 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 94 373 279

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

①　株式 61 49 △11

②　債券 1,000 838 △161

③　その他 ─ ─ ─

小計 1,061 888 △172

合計 1,155 1,261 106

　

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日)

その他有価証券

非上場株式　　　　　　 562百万円

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成21年３月31

日)
　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①　債券 ─ 1,000 ─ ─

②　その他 ─ ─ ─ ─

小計 ─ 1,000 ─ ─

前へ　　　次へ
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引及

び通貨オプションであります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

デリバティブ取引は、将来の為替変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は外貨建金銭債務の為替変動リス

クを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で利用

しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建金銭債務

③　ヘッジ方針

外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避し、安定

的な利益の確保のため、予定取引の範囲内でヘッ

ジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断して

おります。

(3) 取引の利用目的

同左

 

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

③　ヘッジ方針

同左

 

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

為替予約取引及び通貨オプションは、為替相場の変

動によるリスクを有しております。

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識して

おります。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っておりま

す。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデ

リバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左
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２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

種類

前連結会計年度(平成20年3月31日) 当連結会計年度(平成21年3月31日)

 

契約額等

契約額等

のうち

１年超
時価 評価損益 契約額等

契約額等

のうち

１年超
時価 評価損益

為替予約取引 　 　 　 　 　 　 　 　

　買建 　 　 　 　 　 　 　 　

　　米ドル 269 ─ 203 △65 ─ ─ ─ ─

通貨オプション

取引
　 　 　 　 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　 　 　 　 　

　 プット 　 　 　 　 　 　 　 　

　　米ドル 207 69 △13 △13 69 ─ △4 △4

　買建 　 　 　 　 　 　 　 　

　 コール 　 　 　 　 　 　 　 　

　　米ドル 189 63 0 0 63 ─ 0 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　

合計 665 132 190 △79 132 ─ △4 △4

(注) １．時価の算定方法

為替予約取引…先物為替相場によっております。

通貨オプション取引…取引銀行から提示された価格によっております。

２．通貨オプション取引は、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料

は発生しておりません。

３．ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企

業年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

 

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として企

業年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

 

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △28,698百万円

②　年金資産 13,116百万円

③　未積立退職給付債務
(①＋②)

△15,582百万円

④　会計基準変更時差異の
未処理額

5百万円

⑤　未認識数理計算上の差異 7,241百万円

⑥　未認識過去勤務債務 △919百万円

⑦　連結貸借対照表計上額純額
(③＋④＋⑤＋⑥)

△9,253百万円

⑧　前払年金費用 1,243百万円

⑨　退職給付引当金(⑦－⑧) △10,497百万円

 

２　退職給付債務に関する事項

①　退職給付債務 △33,912百万円

②　年金資産 11,607百万円

③　未積立退職給付債務
(①＋②)

△22,304百万円

④　会計基準変更時差異の
未処理額

2百万円

⑤　未認識数理計算上の差異 12,859百万円

⑥　未認識過去勤務債務 △842百万円

⑦　連結貸借対照表計上額純額
(③＋④＋⑤＋⑥)

△10,284百万円

⑧　前払年金費用 1,626百万円

⑨　退職給付引当金(⑦－⑧) △11,910百万円

 

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 1,770百万円

②　利息費用 678百万円

③　期待運用収益 △377百万円

④　会計基準変更時差異の
費用処理額

2百万円

⑤　数理計算上の差異の
費用処理額

523百万円

⑥　過去勤務債務の費用処理額 △76百万円
 
⑦　退職給付費用
(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥)

2,520百万円

　 　
 
(注)　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してお

ります。

 

３　退職給付費用に関する事項

①　勤務費用 1,831百万円

②　利息費用 717百万円

③　期待運用収益 △368百万円

④　会計基準変更時差異の
費用処理額

2百万円

⑤　数理計算上の差異の
費用処理額

643百万円

⑥　過去勤務債務の費用処理額 △76百万円
 
⑦　退職給付費用
(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥)

2,750百万円

　 　
 
(注)　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除してお

ります。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法　期間定額基準

②　割引率 2.50％

③　期待運用収益率 3.00％

④　過去勤務債務の額の費用処理年数 15年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10～15年

各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数による定額法

により按分した額を発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 ５～10年
 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法　期間定額基準

②　割引率 1.90％

③　期待運用収益率 3.00％

④　過去勤務債務の額の費用処理年数 15年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10～15年

各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数による定額法

により按分した額を発生の翌連結会計年度よ

り費用処理しております。

⑥　会計基準変更時差異の処理年数 ５～10年
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 4,626百万円

未払賞与 1,982百万円

プログラム補修引当金 556百万円

未払費用 717百万円

受注損失引当金 408百万円

棚卸資産評価減 263百万円

その他 1,865百万円

　小計 10,421百万円

評価性引当額 △391百万円

　合計 10,029百万円

 

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 190百万円

プログラム等準備金 71百万円

前払年金費用 501百万円

　合計 764百万円

　繰延税金資産の純額 9,265百万円

 

うち、「流動資産」計上額 4,699百万円

うち、「投資その他の資産」計上額 4,565百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 5,139百万円

未払賞与 1,886百万円

プログラム補修引当金 511百万円

未払費用 367百万円

受注損失引当金 313百万円

棚卸資産評価減 14百万円

その他 1,313百万円

　小計 9,546百万円

評価性引当額 △246百万円

　合計 9,300百万円

 

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 28百万円

プログラム等準備金 36百万円

前払年金費用 627百万円

　合計 692百万円

　繰延税金資産の純額 8,607百万円

 

うち、「流動資産」計上額 3,675百万円

うち、「投資その他の資産」計上額 4,932百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)において当社グループは、システムイン

テグレーション及びシステムサービス、ソフトウェア開発、ソフトウェアパッケージ及び情報処理機器の

販売等を行っており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりませ

ん。

　

当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)において当社グループは、システムイン

テグレーション及びシステムサービス、ソフトウェア開発、ソフトウェアパッケージ及び情報処理機器の

販売等を行っており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりませ

ん。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。

　

当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在

する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)において、海外売上高が連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自 平成20年４月１日　至 平成21年３月31日)において、海外売上高が連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

Ⅰ　前連結会計年度(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

１　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容
又は職業

議決権等の
被所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱日立
製作所

東京都
千代田
区

282,033
電気機械
器具の製
造・販売

直接51.2%
間接　―

兼任
1人

システムイン

テグレーショ

ン及びシステ

ムサービスの

受託開発等

システムイン

テグレーショ

ン及びシステ

ムサービスの

受託開発等

72,391

受取手形

及び売掛

金

25,296

情報処理機器

等の仕入

情報処理機器

等の仕入
5,762買掛金 1,800

日立グループ

・プーリング

制度による資

金取引

預入・払出 4,880
預け金 9,191

受取利息 52

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) システムインテグレーション及びシステムサービスの受託開発の販売等については、当社の作成した見積

価格を基に交渉により決定しております。

(2) 情報処理機器等の仕入については、個別物件ごとに協議の上、決定しております。

(3) 資金の取引については、市場金利を勘案の上、決定しております。

２　上記金額のうち、取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容
又は職業

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
の子会
社

日立電子
サービス
㈱

東京都
港区

5,000

情報・通
信システ
ムの統合
サポート
サービス
事

直接　―
間接　―

―

システムイン
テグレーショ
ン及びシステ
ムサービスの
開発等

システムイン
テグレーショ
ン及びシステ
ムサービスの
開発等

5,094
受取手形
及び売掛
金

1,332

ハードウェア
等の保守委託
等

ハードウェア
等の保守委託
等

3,630買掛金 796

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) システムインテグレーション及びシステムサービスの開発の販売等については、当社の作成した見積価格

を基に交渉により決定しております。

(2) ハードウェア等の保守委託等については、個別物件ごとに協議の上、決定しております。

２　上記金額のうち、取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
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Ⅱ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

(追加情報)

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委

員会　企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　

企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。

　この結果開示対象範囲は従来から変更ありません。

　

１　関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要
株主

㈱日立製作所
東京都千
代田区

282,033
電気機械器
具の製造・
販売

直接51.2%
間接　―

システムイ
ンテグレー
ション及び
シ ス テ ム
サービスの
受 託 開 発
等、情報処
理機器の仕
入

システムイ
ンテグレー
ション及び
システム
サービスの
受託開発等

66,057
受取手形及
び売掛金

21,982

情報処理機器

の仕入
6,152買掛金 1,517

日立グルー

ププーリン

グ制度によ

る資金取引

預入・払出 2,662預け金 9,677

受取利息 73長期預け金 2,250

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) システムインテグレーション及びシステムサービスの受託開発の販売等については、当社の作成した見積

価格を基に交渉により決定しております。

(2) 情報処理機器等の仕入については、個別物件ごとに協議の上、決定しております。

(3) 資金の取引については、預入額と払出額の純額で記載しております。また、金利については、市場金利を勘案

の上、決定しております。

２　上記金額のうち、取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。

　

(イ)連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社

の子会社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の
親会社
を持つ
会社

日立電子サービ
ス㈱

東京都港
区

5,000

情報・通信

システムの

統合サポー

トサービス

事業

―

システムイ
ンテグレー
ション及び
シ ス テ ム
サービスの
開発等

システムイ
ンテグレー
ション及び
システム
サービスの
開発等

4,585売掛金 873

日立オムロン
ターミナルソ
リューションズ
㈱

東京都品
川区

8,500

ＡＴＭ等の

情報処理機

器 他 の 企

画、開発、設

計、製造、販

売、サービ

ス

―

システムイ
ンテグレー
ション及び
シ ス テ ム
サービスの
開発等

システムイ
ンテグレー
ション及び
システム
サービスの
開発等

2,475売掛金 808

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) システムインテグレーション及びシステムサービスの開発の販売等については、当社の作成した見積価格

を基に交渉により決定しております。

２　上記金額のうち、取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で記載しております。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引は、重要性の判断基準に照らし、取引金額

が開示基準に満たないため、記載を省略しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

㈱日立製作所(東京、大阪、名古屋、福岡、札幌、ニューヨーク証券取引所に上場)

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,296円30銭 1,406円52銭

１株当たり当期純利益金額 202円49銭 169円17銭

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

の発行がないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

の発行がないため記載しておりませ

ん。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

当連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 32,407百万円 35,162百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ─百万円 ─百万円

普通株式に係る期末の純資産額 32,407百万円 35,162百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数

24,999,921株 24,999,822株

　

　

２　１株当たり当期純利益金額

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 5,062百万円 4,229百万円

普通株主に帰属しない金額 ─百万円 ─百万円

普通株式に係る当期純利益 5,062百万円 4,229百万円

普通株式の期中平均株式数 24,999,928株 24,999,836株
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― 192 2.5 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― 254 2.5
平成22年４月１日～
平成25年５月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 ― 446 ― ―

(注) １　平均利率は、リース債務の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

リース債務 194 57 1 0

　

　

(2) 【その他】

　

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成20年４月１日
至 平成20年６月30日)

第２四半期
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

第３四半期
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

第４四半期
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

売上高 (百万円) 23,304 38,643 24,938 39,316

税金等調整前
四半期純利益金額

(百万円) 385 3,722 424 2,610

四半期純利益金額 (百万円) 178 2,235 202 1,612

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 7.14 89.43 8.11 64.48
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 632 644

受取手形 160 114

売掛金 ※2
 38,230

※2
 35,291

商品 1,189 656

仕掛品 4,460 4,375

前払費用 4 2

繰延税金資産 4,417 3,412

預け金 ※2
 9,191

※2
 9,677

その他 543 235

流動資産合計 58,828 54,411

固定資産

有形固定資産

賃貸営業資産（純額） 53 65

建物（純額） 466 430

工具、器具及び備品（純額） 965 953

リース資産（純額） － 442

建設仮勘定 27 184

有形固定資産合計 ※1
 1,513

※1
 2,077

無形固定資産

ソフトウエア 1,422 1,837

施設利用権 1 1

商標権 0 0

ソフトウエア仮勘定 170 561

無形固定資産合計 1,595 2,401

投資その他の資産

投資有価証券 2,214 1,811

関係会社株式 339 339

従業員に対する長期貸付金 6 3

長期前払費用 44 29

敷金及び保証金 3,115 3,092

繰延税金資産 4,453 4,845

長期預け金 － ※2
 2,250

前払年金費用 1,232 1,530

その他 402 110

貸倒引当金 △17 －

投資その他の資産合計 11,791 14,013

固定資産合計 14,899 18,491

資産合計 73,728 72,902
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 14,495

※2
 12,425

リース債務 － 192

未払金 873 777

未払法人税等 2,483 1,765

未払費用 7,377 5,860

前受金 2,716 3,344

預り金 192 206

プログラム補修引当金 1,368 1,248

受注損失引当金 1,005 765

その他 1,263 58

流動負債合計 31,775 26,644

固定負債

リース債務 － 254

退職給付引当金 10,274 11,646

役員退職慰労引当金 335 186

その他 4 23

固定負債合計 10,614 12,110

負債合計 42,390 38,755

純資産の部

株主資本

資本金 4,190 4,190

資本剰余金

資本準備金 6,279 6,279

資本剰余金合計 6,279 6,279

利益剰余金

利益準備金 250 250

その他利益剰余金

プログラム等準備金 104 53

別途積立金 12,000 15,800

繰越利益剰余金 8,251 7,536

利益剰余金合計 20,606 23,639

自己株式 △0 △0

株主資本合計 31,075 34,108

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 277 41

繰延ヘッジ損益 △15 △2

評価・換算差額等合計 262 38

純資産合計 31,338 34,147

負債純資産合計 73,728 72,902
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 ※1
 130,378

※1
 124,666

システムインテグレーション及びシステムサー
ビス売上高

103,892 98,431

情報処理機器及びソフトウェアパッケージ売上
高

26,486 26,235

売上原価 105,128 99,637

システムインテグレーション及びシステムサー
ビス売上原価

84,447 80,241

情報処理機器及びソフトウェアパッケージ売上
原価

20,681 19,395

売上総利益 25,249 25,029

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 17,185

※2, ※3
 17,998

営業利益 8,063 7,030

営業外収益

受取利息 ※1
 69

※1
 99

受取配当金 ※1
 116

※1
 213

為替差益 － 0

雑収入 12 8

営業外収益合計 197 322

営業外費用

支払利息 － 9

たな卸資産処分損 13 －

固定資産処分損 237 40

為替差損 96 －

雑損失 6 17

営業外費用合計 355 67

経常利益 7,905 7,285

特別利益

投資有価証券売却益 66 －

特別利益合計 66 －

特別損失

投資有価証券評価損 34 196

特別損失合計 34 196

税引前当期純利益 7,937 7,088

法人税、住民税及び事業税 3,841 2,038

法人税等調整額 △683 766

法人税等合計 3,158 2,805

当期純利益 4,779 4,282
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【売上原価明細書】

(イ)システムインテグレーション及びシステムサービス売上原価明細書

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 540 0.6 230 0.2

Ⅱ　労務費 　 31,122 33.4 31,962 35.5

Ⅲ　外注加工費 　 48,887 52.5 46,864 52.0

Ⅳ　経費 ※１ 12,518 13.5 11,051 12.3

当期総製造費用 　 93,068100.0 90,108100.0

期首仕掛品たな卸高 　 3,900 　 4,046 　

合計 　 96,969 　 94,155 　

期末仕掛品たな卸高 　 4,046 　 3,928 　

他勘定への振替高 ※２ 8,475 　 9,986 　

当期システムインテグレー
ション及びシステムサービ
ス売上原価

　 84,447 　 80,241 　

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　経費の主な内訳は、下記のとおりであります。

賃借料 4,134百万円

旅費 1,601百万円

厚生費 946百万円

 

※１　経費の主な内訳は、下記のとおりであります。

賃借料 4,569百万円

旅費 1,539百万円

厚生費 934百万円

 

※２　他勘定への振替高の主な内訳は、下記のとおりであ

ります。

研究開発費振替高 670百万円

営業技術費振替高 3,952百万円

無形固定資産

ソフトウェア仮勘定振替高 1,128百万円

 

※２　他勘定への振替高の主な内訳は、下記のとおりであ

ります。

研究開発費振替高 950百万円

営業技術費振替高 4,601百万円

無形固定資産

ソフトウェア仮勘定振替高 1,988百万円

 

原価計算の方法

請負契約形態によるものは、プロジェクト単位に個別

原価計算を行っております。

 

原価計算の方法

同左
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(ロ)情報処理機器及びソフトウェアパッケージ売上原価明細書

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　期首商品たな卸高 　 958 　 　 1,189 　 　

Ⅱ　当期仕入高 　 3,725 　 　 3,379 　 　

Ⅲ　期末商品たな卸高 　 1,189 3,49516.9 656 3,91120.1

Ⅳ　材料費 　 　 12,87962.2 　 10,09352.0

Ⅴ　経費 ※１ 　 4,32720.9 　 5,42327.9

当期総製造費用 　 　 20,701100.0 　 19,429100.0

期首仕掛品たな卸高 　 　 393 　 　 413 　

合計 　 　 21,095 　 　 19,843 　

期末仕掛品たな卸高 　 　 413 　 　 447 　

当期情報処理機器及び
ソフトウェアパッケージ
売上原価

　 　 20,681 　 　 19,395 　

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　経費は、委託保守料であります。

 

※１　同左

 

原価計算の方法

個別原価計算を行っております。

 

原価計算の方法

同左
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,190 4,190

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,190 4,190

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 6,279 6,279

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,279 6,279

資本剰余金合計

前期末残高 6,279 6,279

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,279 6,279

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 250 250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 250 250

その他利益剰余金

プログラム等準備金

前期末残高 173 104

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 △68 △51

当期変動額合計 △68 △51

当期末残高 104 53

別途積立金

前期末残高 10,000 12,000

当期変動額

別途積立金の積立 2,000 3,800

当期変動額合計 2,000 3,800

当期末残高 12,000 15,800

繰越利益剰余金

前期末残高 6,529 8,251

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 68 51

別途積立金の積立 △2,000 △3,800

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 4,779 4,282

当期変動額合計 1,722 △715

当期末残高 8,251 7,536
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 16,952 20,606

当期変動額

プログラム等準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 4,779 4,282

当期変動額合計 3,654 3,032

当期末残高 20,606 23,639

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 27,421 31,075

当期変動額

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 4,779 4,282

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 3,654 3,032

当期末残高 31,075 34,108

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 396 277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△118 △236

当期変動額合計 △118 △236

当期末残高 277 41

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△15 12

当期変動額合計 △15 12

当期末残高 △15 △2

評価・換算差額等合計

前期末残高 396 262

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△133 △223

当期変動額合計 △133 △223

当期末残高 262 38
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 27,817 31,338

当期変動額

剰余金の配当 △1,124 △1,249

当期純利益 4,779 4,282

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △133 △223

当期変動額合計 3,520 2,808

当期末残高 31,338 34,147
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
同左

　 (2) その他有価証券
時価のあるもの…
決算日の市場価格等に基づく時
価法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

(2) その他有価証券
時価のあるもの…
同左

　 時価のないもの…
移動平均法による原価法

時価のないもの…
同左

２　デリバティブの評価基準
及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 商品
移動平均法による低価法

(1) 商品
移動平均法による原価法(収益性
の低下による簿価切下げの方法)

　 (2) 仕掛品
個別法による原価法

(2) 仕掛品
個別法による原価法(収益性の低
下による簿価切下げの方法)

　 　 (会計方針の変更)
「棚卸資産の評価に関する会計基
準」(企業会計基準第９号 平成18
年７月５日公表分)を当事業年度
から適用し、商品は移動平均法に
よる低価法から移動平均法による
原価法(収益性の低下による簿価
切下げの方法)、仕掛品は個別法に
よる原価法から個別法による原価
法(収益性の低下による簿価切下
げの方法)にそれぞれ変更してお
ります。なお、従来の方法によった
場合に比べて、営業利益、経常利益
及び税引前当期純利益に与える影
響はありません。

４　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
定率法
ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備は除く)
については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は、以下のとお
りであります。
建物及び構築物　　３年～50年
工具、器具及び備品
　　　　　　　　　３年～20年

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当事業年
度より、平成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。こ
の変更による損益に与える影響は
軽微であります。
（追加情報）
法人税法の改正に伴い、平成19年
３月31日以前に取得した有形固定
資産については、改正前の法人税
法に基づく減価償却の方法の適用
により取得価額の５％に到達した
事業年度の翌事業年度より、取得
価額の５％相当額と備忘価額との
差額を５年にわたり均等償却し、
減価償却費に含めて計上しており
ます。この変更による損益に与え
る影響額は軽微であります。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)
定率法
ただし、平成10年４月１日以降取
得した建物(建物附属設備は除く)
については、定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は、以下のとお
りであります。
建物及び構築物　　３年～50年
工具、器具及び備品
　　　　　　　　　３年～20年
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 
　

 
　
　

 

 

(2) 無形固定資産
定額法
なお、ソフトウェアについては、以
下のとおりとしております。
自社利用目的…
社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法

市場販売目的…
見込販売収益に基づく償却額又
は見込有効期間(３年)に基づく
均等配分額のいずれか大きい額
を償却額とする方法

 

 

 
(3) 長期前払費用
均等償却

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
同左
なお、ソフトウェアについては、以
下のとおりとしております。
自社利用目的…
社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法

市場販売目的…
見込販売収益に基づく償却額又
は見込有効期間(３年)に基づく
均等配分額のいずれか大きい額
を償却額とする方法

(3) リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用
しております。 
なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、リース
取引日が平成20年３月31日以前
のリース取引については、引き
続き通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によってお
ります。

(4) 長期前払費用
同左

５　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率による計算額を計上し、貸倒

懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) プログラム補修引当金

プログラムの無償補修費用の支出

に備えるため、過去の実績に基づ

く将来発生見込額を計上しており

ます。

(2) プログラム補修引当金

同左

　 (3) 受注損失引当金

システムソリューションの請負等

に係る受注案件のうち、期末時点

で将来に損失が発生する可能性が

高いと見込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積ることが可能なも

のについては、受注損失に備える

ため、将来の損失見積額を計上し

ております。

(3) 受注損失引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異については、そ

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(15年)

による定額法により按分した額を

発生の翌期より費用処理しており

ます。

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(15年)による定額法により

費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

同左

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当期末要支給

額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当期末要支給

額を計上しております。

(追加情報)
平成20年度に係る報酬から取締役
及び執行役の報酬体系を見直し、
退職慰労金を廃止することを決定
しております。
これにより、当事業年度は、役員退
職慰労引当金の繰入れを行ってお
らず、当事業年度末日における役
員退職慰労引当金残高は、平成20
年４月１日より前に就任し、同日
において引き続き在任している取
締役及び執行役に対する支給予定
額であります。

６　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

――――――――――――――
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、

　　　　　　通貨オプション

ヘッジ対象…外貨建金銭債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (3) ヘッジ方針

外貨建金銭債務の為替変動リスク

を回避し、安定的な利益の確保の

ため、予定取引の範囲内でヘッジ

を行っております。

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎に

して判断しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

―――――――――――――― (リース取引に関する会計基準)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、当事業年度より「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準第13号 平成５年６月17日

(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第16号 平成６年１月18日(日本公認

会計士協会、会計制度委員会)、平成19年３月30日改正)

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　これにより、従来の方法によった場合に比べて、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 

(退職給付に係る会計基準)

　「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)

(企業会計基準第19号 平成20年７月31日)が平成21年

３月31日以前に開始する事業年度に係る財務諸表から

早期に適用できることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準を適用しております。

　数理計算上の差異を翌事業年度から償却するため、こ

れによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。 

　また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務

の差額の未処理残高は600百万円であります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　   2,387百万円

 

※１　有形固定資産減価償却累計額　　 　2,637百万円

 

※２　関係会社に係る注記

売掛金 25,306百万円

預け金 9,191百万円

買掛金 4,291百万円

 

※２　関係会社に係る注記

売掛金 22,011百万円

預け金 9,677百万円

長期預け金 2,250百万円

買掛金 3,681百万円

　
　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

売上高 72,564百万円

受取配当金 102百万円

受取利息 52百万円

 

※１　関係会社に係る注記

売上高 66,197百万円

受取配当金 73百万円

受取利息 183百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

給与諸手当 3,043百万円

賞与 1,392百万円

退職給付費用 396百万円

プログラム補修引当金繰入額 1,170百万円

役員退職慰労引当金繰入額 117百万円

減価償却費 290百万円

外注経費 1,023百万円

営業技術費 3,952百万円

研究開発費 670百万円

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は55％

です。

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

給与諸手当 2,968百万円

賞与 1,281百万円

退職給付費用 404百万円

プログラム補修引当金繰入額 464百万円

役員退職慰労引当金繰入額 ―百万円

減価償却費 143百万円

外注経費 1,253百万円

営業技術費 4,601百万円

研究開発費 950百万円

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は56％

です。

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は670百万円であります。

なお、全額一般管理費に計上しております。

 

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は950百万円であります。

なお、全額一般管理費に計上しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 30 49 ― 79

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 79 99 ─ 178

（注）普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

862 254 608

その他 11 4 7

合計 874 258 615

 

 

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
 

　
取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

工具、器具 
及び備品

842 481 360

その他 7 2 5

合計 849 483 365

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 244百万円

１年超 384百万円

　合計 628百万円

 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 232百万円

１年超 148百万円

　合計 381百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 207百万円

減価償却費相当額 191百万円

支払利息相当額 22百万円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 273百万円

減価償却費相当額 245百万円

支払利息相当額 20百万円

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。

 

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。

　 １　ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、開発設備用のパソコン・サーバ等(工

具、器具及び備品)であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。
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前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 ２　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 5百万円

　合計 7百万円
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(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 4,538百万円

未払賞与 1,798百万円

プログラム補修引当金 556百万円

未払費用 694百万円

受注損失引当金 408百万円

棚卸資産評価減 263百万円

その他 1,765百万円

　小計 10,026百万円

評価性引当額 △391百万円

　合計 9,635百万円

 

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 190百万円

プログラム等準備金 71百万円

前払年金費用 501百万円

　合計 764百万円

　繰延税金資産の純額 8,870百万円

 

うち、「流動資産」計上額 4,417百万円

うち、「投資その他の資産」計上額 4,453百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 5,032百万円

未払賞与 1,696百万円

プログラム補修引当金 511百万円

未払費用 341百万円

受注損失引当金 313百万円

棚卸資産評価減 14百万円

その他 1,287百万円

　小計 9,196百万円

評価性引当額 △246百万円

　合計 8,950百万円

 

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 28百万円

プログラム等準備金 36百万円

前払年金費用 627百万円

　合計 692百万円

　繰延税金資産の純額 8,257百万円

 

うち、「流動資産」計上額 3,412百万円

うち、「投資その他の資産」計上額 4,845百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　同左
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 1,253円54銭 1,365円90銭

１株当たり当期純利益金額 191円17銭 171円32銭

　 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

の発行がないため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

の発行がないため記載しておりませ

ん。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前事業年度末

(平成20年３月31日)
当事業年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 31,338百万円 34,147百万円

純資産の部の合計額から控除する金額 ─百万円 ─百万円

普通株式に係る期末の純資産額 31,338百万円 34,147百万円

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数

24,999,921株 24,999,822株

　

　

２　１株当たり当期純利益金額

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益 4,779百万円 4,282百万円

普通株主に帰属しない金額 ─百万円 ─百万円

普通株式に係る当期純利益 4,779百万円 4,282百万円

普通株式の期中平均株式数 24,999,928株 24,999,836株
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

Juniper Networks,Inc. 165,674 244

㈱日立ファルマエヴォリューションズ 1,700 85

㈱デジタルガレージ 1,146 74

日本インフォメーション㈱ 20,000 68

北京新思軟件技術有限公司 2,500,000 62

Palo Alto Networks 209,059 58

㈱オービーシステム 6,000 48

㈱京葉銀行 100,000 39

Array Networks,Inc. 658,157 39

フコク情報システム㈱ 600 30

その他（19銘柄） 470,843 176

小計 4,133,179 928

計 4,133,179 928

　

【債券】

　

銘柄 券面総額 (百万円)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

三菱ＵＦＪ証券 ユーロ円建 クレジット

リンク債
500 391

三菱ＵＦＪ証券・インターナショナル・

ピーエルシー ユーロ円 クレジットリンク

債

500 446

小計 1,000 838

計 1,000 838

　

　　　　　【その他】

銘柄 投資口数等 (口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

Globespan Capital Partners V,L.P― 44

小計 ― 44

計 ― 44

　

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

84/96



【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万
円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　賃貸営業資産 68 30 2 96 30 17 65

　建物 998 51 200 849 419 79 430

　構築物 2 ─ 2 ─ ─ ─ ─

　工具、器具及び備品 2,803 502 303 3,003 2,050 449 953

　リース資産 ─ 580 ─ 580 137 137 442

　建設仮勘定 27 703 546 184 ─ ─ 184

有形固定資産計 3,900 1,869 1,054 4,715 2,637 684 2,077

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 5,900 1,254 441 6,713 4,875 822 1,837

　施設利用権 47 ─ ─ 47 46 0 1

　商標権 0 ─ ─ 0 0 0 0

　ソフトウェア仮勘定 170 1,583 1,192 561 ─ ─ 561

無形固定資産計 6,119 2,837 1,633 7,323 4,922 822 2,401

長期前払費用 73 0 0 73 44 15 29

(注)　１　賃貸営業資産は、当社の営業取引として顧客に貸付けるもので、内容は情報処理機器であります。

２　無形固定資産ソフトウェアの増加額は、販売用ソフトウェア1,035百万円、自社利用ソフトウェア218百万円で

あります。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　　 17 ─ 17 ─ ─

プログラム補修引当金 1,368 464 583 ─ 1,248

受注損失引当金 1,005 765 546 458 765

役員退職慰労引当金 335 ─ 148 ─ 186

(注) 受注損失引当金の当期減少額(その他)は、洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 ─

預金の種類 普通預金 344

　 定期預金 300

合計 644

　

②　受取手形

ａ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱オーテックジャパン 54

サクラ工業㈱ 15

タカラスタンダード㈱ 15

宮後ＮＣ技研㈱ 6

東芝情報機器㈱ 4

その他 16

計 114

　

ｂ　期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成21年４月満期 62

平成21年５月満期 30

平成21年６月満期 12

平成21年７月満期 8

計 114
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③　売掛金

ａ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱日立製作所 21,982

日立電子サービス㈱ 873

日立オムロンターミナルソリューションズ㈱ 808

東京地下鉄㈱ 424

㈱日立コンサルティング 351

その他 10,851

計 35,291

　

ｂ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)

(Ｂ)

当期回収高
(百万円)

(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
 

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

38,230 130,267 133,206 35,291 79.1 103

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　商品

　

区分 金額(百万円)

情報処理機器及びソフトウェアパッケージ 656

計 656

　

⑤　仕掛品

　

区分 金額(百万円)

システムインテグレーション及びシステムサービス 3,928

情報処理機器及びソフトウェアパッケージ 447

計 4,375

　

⑥　預け金

　

相手先 金額(百万円)

㈱日立製作所 9,677

計 9,677
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⑦　繰延税金資産(固定資産)

　
　　　繰延税金資産の金額は4,845百万円であり、その内容については、２ 財務諸表等　(1)財務諸表注記事項(税効果会計

関係)に記載しております。

　

　

⑧　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱日立システムバリュー 1,955

㈱日立製作所 1,517

日立電子サービス㈱ 700

㈱日立情報システムズ 366

Hitachi America,LTD. 166

その他 7,718

計 12,425

　

⑨　未払費用

　

区分 金額(百万円)

未払賞与 4,251

賞与未払社会保険料 575

時間外手当 183

その他 851

計 5,860

　

⑩　退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 32,805

年金資産 △11,124

未認識数理計算上の差異 △12,460

未認識過去勤務債務 894

前払年金費用 1,530

 退職給付引当金 11,646

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区大手町二丁目６番２号　東京証券代行株式会社本店
 

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区大手町二丁目６番２号　東京証券代行株式会社
 

　　取次所 東京証券代行株式会社各取次所　中央三井信託銀行株式会社本店及び全国各支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載い

たします。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.hitachi-system.co.jp　

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利の全部又は一部を行使することが

できません。 

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2)株主割当による募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

(3)定款に定める権利

　

　

EDINET提出書類

株式会社日立システムアンドサービス(E05384)

有価証券報告書

89/96



第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第30期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)平成20年６月23日関東財務局長に提出

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第29期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成20年10月21日関東財務局長に提出

事業年度　第30期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)平成20年10月21日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第31期第１四半期(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)　平成20年８月13日関東財務局長に提

出。

第31期第２四半期(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)　平成20年11月13日関東財務局長に提

出。

第31期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)　平成21年２月12日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月20日

株式会社日立システムアンドサービス

執行役社長　三好　崇司　殿

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　寿　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立システムアンドサービスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社日立システムアンドサービス及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２. 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月19日

株式会社日立システムアンドサービス

執行役社長　林　雅博　殿

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　寿　　史　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立システムアンドサービスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社日立システムアンドサービス及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社日立シス

テムアンドサービスの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社日立システムアンドサービスが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２. 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月20日

株式会社日立システムアンドサービス

執行役社長　三好　崇司　殿

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　寿　　史　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立システムアンドサービスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第30

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日立システムアンドサービスの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２. 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月19日

株式会社日立システムアンドサービス

執行役社長　林　雅博　殿

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　寿　　史　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　尾　　﨑　　隆　　之　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社日立システムアンドサービスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第31

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社日立システムアンドサービスの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※１. 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２. 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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